
BELS 評価書

下記の建築物に関して、 BELS評価業務方法書に従って評価を行った結果について証します。
なお、評価結果については、提出を受けた図書にて評価したものであり、それ以降の計画の変更や時間経過

などによる変化がないことを保証するものではありません。
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(※2)平成28年基準とは、 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成28年経済産業省令•国土交通省令第1号）に基づく基準をいいます．
(※3)削減率とは、 設計一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量除く）の基準一 次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量除く）からの削減率をいいます。

■「ZEBマーク」叉は「:ZEHマーク」、 「ゼロエネ相当」、「ZEH-Mマー ク」に関する事項
再生可能エネルギーを除いた設計一次エネルギー消費置の基準一次エネルギー消費量からの削減率1※4) 29％削減
再生可能エネルギーを加えた設計一次エネルギー消費量の基準·_次エネルギー消費量からの削減率(※4)

紐4)設計・基準一次エネルギー消費量は、 「その他ーエネルギー消費量」を除きます。また、 再生可能エネルギー量の対象は敷地内（オンサイト）に限定し、 自家消費分に加え、
売電分も対象に含められます。 住宅の場合、 再生可能エネルギーは再生可能エネルギー等とし、 太陽光発霞システム、 コージェネレーションシステムの迎潮流によるエネル
ギーをいいます。
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紐5)非住宅の評価手法がモデル建物法の場合は 、「設計値」にBEi値が表示されます。 また、「設備項目」に「エネルギー利用効率化設備Jとあるのは「太陽光発霞設備」となリます。
(※6)「エネルギー利用効率化設備」 の「太陽光発鼈設備」は自己消費量を対象としています。
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曹二次エネルギー消費量に関する項目(※7)
・設計二次エネルギー消費量

太陽光発電による削減量（※8):

電力（買電撮） （※10)

0 kWh/年
3,016 kWh/年

コ ー ジェネレーションによる削減量（※9)
·.· ·. . ·. 

64,679 MJI年ガス： 灯油：

0 kWh/年
0 MJ/年

・基準二次エネルギー消費量（※11)

電力 ： 3,989 kWh／年ガス：
(※7)申請対象部分 に住宅部分（共用部分を除く）が含まれ、 かつWEB プログラム Ver.2.42以降の計算結果が提出された場合に表示されます．

WEBプログラムとは、 国土技術政策総合研究所及び国立研究開発法人建築研究所が公開している「エネルギー消只性能計算プログラム（住宅版）」をいいます。
(※ 8)太陽光発電による発霞量のうち、 売電を除く自己消費量をいいます。
(※9)コージェネレーションによる発電量をいいます。
(※10)総霞力から、 （※8)及び（※9)を差し引いた鑓力をいいます。
(※111基準二次エネルギー消蛍量は、Jクレジット制度方法論番号EN·S-039 Ver.2.0「省エネルギー住宅の新築又は省エネルギー住宅への改修」に基づき算出しています。

85,552 MJ/年 灯油： 0 MJ/年

■特言旦事項補足
・該当項目なし

ー
■その他の項目（申請者からの情報提供に基づいて記載した事項であり、評価に基づくものではありません。）

ZEH Orientedの要件のうち 、 「都市部狭小地（北側斜線の対象となる用途地域又は高度地区において
高度斜線が設定されている地域等であって、 敷地面積が85rr1未満である土地。 ただし、住宅が平屋建
ての場合を除く。）」及び「多雪地域（建築碁準法で規定する垂直積雪量が100cm 以上に該当する地
域）」に関する事項については申請者からの自己申告によるものであり、 評価の対象外である。
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国土交通省告示に基づく第三者認証

（株式会社サッコウケン）




